
“知”を解き放つ構造改革特区！ 
　香港や上海にみられる中国の経

済特区にヒントを受けてスタートした、

日本の構造改革特区。低迷する日本

及び地域経済の打開策のひとつとし

て、大きな期待が寄せられている。す

でに全国から1,000以上の提案が出

されているが、その中には自治体だ

けではなく、企業や個人の提案も数

多く含まれている。岩手県に関連す

る例としては、三洋電機が提案して

いる「ITを核とした産学官連携特区」

があり、介護保険法などの規制を緩

和して訪問介護員の業務範囲を拡

大し、ITを遠隔地医療に活用しようと

いう仕組みづくりに、岩手県立大学と

NTTデータ三洋システム、(株)三技

協が共同で取り組む構想がある。 

　特区というと、県内ではグリーンツー

リズムに関連して、酒税法が絡んだド

ブロクの醸造や旅館業法が絡んだ

民泊（民家への宿泊）などが話題に

なるが、そればかりではない。構造改

革特区の本質は、さまざまな規制を

緩和することで、これまで埋もれてい

た知識や技術を活かそうという試みだ。

いわば従来の枠から“知”を解き放

つことなのである。 

 

“知”を資産に起業を支援！ 
　従来の枠の中で埋もれていた“知”

を掘り起こそうという事例を2つ紹介

しよう。ひとつは、関西の大手企業が

結成した「大学発ベンチャーボランティ

アクラブ」。松下電器産業やシャープ

など12社が参加し、大学での研究成

果をベンチャー企業の設立や事業

化に結びつけるため、経済産業局の

仲介により、必要な人材を企業側が

無償で派遣するという。 

　これまで、研究成果はあっても市

場のニーズがつかめず、経営能力の

ある人材の不足などで企業化できな

かった大学側と、経営や販売する人

材を抱えつつも新しい事業を模索し

ていた企業側が互いの“知”を活かし、

補完し合う試みだ。 

　もうひとつは、ホームページを担保

に融資をしたベンチャー支援のお話。

日本政策投資銀行では、ネット上でポー

タルサイトの企画・運営をしている企

業に、一部のサイトの商標権とドメイ

ン名の所有権などを担保として、新

規事業の開発資金1,000万円を融資

した。融資の対象となったのは、ホー

ムページの広告効果を即時に分析

するシステムの開発事業で、費用総

額は約2,400万円。予想キャッシュフロー

の現在価値を評価して融資したとの

ことだが、“知”を担保に融資を受け

られるようになれば、土地などの有形

資産が乏しいベンチャー企業にとっ

て大きな味方になる。 

 

歴史上の“知”で地域を興す！ 
　活かせる“知”が必ずしも新しいも

のばかりとは限らない。青森県では、

芸術振興の功労者を表彰する「棟

方志功賞」の創設を検討することになっ

た。青森県総合開発審議会の席上

で提唱されたもので、今年、生誕100

年を迎える郷土出身の著名な版画家・

棟方の名を冠した賞を授与することで、

県内の文化振興に結びつけるとともに、

県外に向けても発信しようというもの

である。詳細は今後検討されるとの

ことだが、教育的な効果も期待されて

おり、動向が注目される。 

　また、福島県では、食品企業7社が

共同で、猪苗代町出身の細菌学者、

野口英世をモチーフにしたキャラクター

事業を始めようとしている。来年から

新しい千円札の顔となる野口の功績

にちなみ、各社各様に商品を開発す

るが、商品の梱包などには共通の似

顔絵を使い、統一したイメージで販売

する。収益の一部を福祉団体に寄

付することになっており、全国から参

加企業を募集中だ。最後に自社の“知”

を活かしたブランド化の動きをひとつ。

茨城県の酒造メーカーでは、複数あっ

た銘柄を1つに集約し、銘柄のブラン

ド化を進めている。とかく消費者の価

値観の多様化を反映し細分化され

る傾向にあるが、銘柄を統一すること

で企業イメージを創り出そうというの

である。“知”を絞り、“知”を磨き、“知”

を活かすさまざまな挑戦が各地で始まっ

ている。（公） 

　3月19日に発表された経済産業省の2002年商業統計（速報）によ
れば、長引く景気低迷の中で、商業の業態が大きく変化している様
子が浮き彫りになった。従来型の商品構成をする業態に比べ、消費
者のライフスタイルの変化を素早くとらえたホームセンターやドラッグ
ストアなどが急成長している。バブル経済の崩壊を経て、変化し続け
てきた商業のビジネスモデル。一時期ブームとなったネット販売も落ち
着きをみせるなか、これからの“商い”の潮流はどこへ向かおうとして
いるのか。そのキーワードを探ってみた。 

“知”を絞り、“知”を磨き、“知”を活かす。 

産業情報いわて 7

商談会ブース 
集団あっせん会議 

取引の支援  
受発注情報の収集提供 
　受発注情報を収集提供するとともに、

常時、電話等による申し出を受け、効果

的なあっせんを行います。 

　この情報提供のため、実現性の高い

発注案件の把握を目的に、東北や関東

圏のほか新潟県等に所在する発注企

業を対象として発注案件調査を実施し

ます。また、県内の発注企業の外注ニー

ズを把握するための調査を実施します。 

　さらに、発注案件調査や外注ニーズ

調査の結果等に基づき企業を訪問し、

発注案件を確保して情報提供します。 

　個別の対応以外に、発注案件情報・

受注案件情報のほか、県内関連業界

の動向、各種調査結果、優良な受注企

業等は情報として「産業情報いわて」

やホームページに掲載します。 

　発注企業に対しては、専門調査員（下

請中小企業アドバイザー）が訪問し、発

注案件情報を収集するとともに、受注

企業を訪問し生産管理、品質管理等に

ついて支援します。 

　受注企業の自立化の一助として、自

社製品、自社固有の技術を持つ県内の

登録企業を対象に、専門展示会等へ

の出展支援も行います。費用の一部は

助成します。 

 

商談会の開催 
　県内受注企業における発注案件を

確保するとともに、将来の受注機会の

確保を目的に、県内外の発注企業を招き、

県内外で商談会を開催します。 

 
取引条件改善講習会等の開催 
　下請取引の適正化を期すため、中

小企業取引改善講習会を３回程度開

催します。 

 

設備・機械の導入支援（金融支援）  
設備機械類貸与 
　小規模企業者等の創業及び中小企

業者の振興を図るため、長期（最長10年）、

低利（年利2.3％）、無担保で、最高２億

円を限度として、設備・機械の導入を支

援します。 

 

設備資金貸付 
　小規模企業者等の機械設備導入に

必要な所要資金の半額以内を長期無

利子で貸付します。 

 

技術開発資金貸付 
　中小企業者が新技術・新製品開発

に要する資金の80％以内を長期無利

子で貸付します。 

 

研究開発の支援  
超電導等の研究開発支援 
　地域に根ざした技術基盤を確立す

るため、産学の研究開発等を支援します。

　特に超電導研究に関しては、県と（財）

国際超電導産業技術研究センター超

電導工学研究所との共同研究を推進

するため、研究員等を盛岡超電導技術

応用研究所に派遣します。 

　また、岩手大学、盛岡超電導技術応

用研究所等の本県の磁気に関する研

究ポテンシャルを結集して、「生活・地域

への磁気活用技術の開発～磁場産業

の創生～」をテーマとする地域結集型

共同研究開発を推進します。 

 

産学官連携促進 
　研究成果育成型地域研究開発促

進拠点支援（ＲＳＰ）では産学官一体となっ

て大学等の研究成果を育成し、実用化

につなげるためのコーディネート活動を

展開します。 

　地域新生コンソーシアム研究開発では、

新産業、新事業を創出するため、地域

の産学官が共同で行う「小型ＩＴ機器

用減速装置の開発」研究開発を推進

します。 

　さらに、都市エリア産学官連携促進

として、ナノテク時代に対応した高付加

価値型の電子デバイス産業と基盤技

術の基礎となる金型産業を育成するた

め、「トリアジンチオール有機ナノ薄膜の

高機能発現」をテーマとする研究開発

を推進します。 

 

高度化事業の診断助言  
起業家育成支援 
　高度化事業制度（中小企業高度化

資金貸付）を利用して、工業団地・卸団

地・ショッピングセンターなどを建設する

中小企業組合等や、小規模設備導入

資金貸付を受けようとする中小企業者

に対して、事前助言、診断及び貸付後

の事後助言を行います。 

 

中心市街地活性化推進支援  
起業家育成支援 
　商工会や商工会議所等が行う中心

市街地の中小商業活性化のための事

業に対し、必要な資金を助成します。 
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